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「ぶちエコやまぐち太陽光発電設備等共同購入事業」支援事業者募集要項 

１ 事業目的 

山口県（以下「県」という。）では、2023年３月に改定する「山口県地球温暖化対策実行計

画（第２次計画 改定版）」において、「2050 年までに温室効果ガス排出量実質ゼロ」の社会

（脱炭素社会）の実現を目指すことを掲げ、地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導

入促進や、再生可能エネルギーを自家消費する自立分散型電源の確保など、様々な取組を実

施することとしています。 

ぶちエコやまぐち太陽光発電設備等共同購入事業（以下「本事業」という。）は、既存住宅

等への太陽光発電設備や蓄電池（以下「太陽光発電設備等」という。）の導入を促進するため、

本事業を実施する事業者（以下「支援事業者」という。）が、太陽光発電設備等の共同購入を

希望する山口県民（以下「購入希望者」という。）を募り、一括して調達するスケールメリッ

トを活かした価格低減を促し、太陽光発電設備等の更なる設置促進を図ることを目的として

います。 

２ 事業概要 

本事業の実施内容等は、別添ぶちエコやまぐち太陽光発電設備等共同購入事業に係る仕様

書（以下「仕様書」という。）のとおりとします。 

（１）支援事業者の役割 

支援事業者は、県と本事業に関する協定を締結した上で、仕様書に従い広告宣伝による

購入希望者の募集、太陽光発電設備等の調達及び設置に係る販売施工事業者（以下「施工

事業者」という。）の公募及び選定や入札を行い、購入希望者と施工事業者のマッチング等

を実施します。 

（２）事業実施範囲 

山口県全域において広く実施すること。 

【ぶちエコやまぐち太陽光発電設備等共同購入事業 概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業実施に係る費用 

本事業に要する経費は、支援事業者が太陽光発電設備等の施工事業者から得る、契約件

数に応じた手数料や自己資金等を充てることとし、県は負担しないものとします。 
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３ スケジュール 

(1) 募集要項配布日 令和５年３月 15日（水）～令和５年３月 24日（金） 

(2) 質問受付期間 令和５年３月 15日（水）～令和５年３月 20日（月） 

(3) 応募受付期間 令和５年３月 15日（水）～令和５年３月 24日（金） 

(4) 審査及び支援事業者の決定 令和５年３月末頃 

(5) 県と支援事業者の協定締結 令和５年４月中旬頃 

４ 応募要件 

本事業に係る支援事業者募集に参加しようとする者（以下「応募者」という。）は、次の要

件を全て満たす者又は複数の者が共同する共同事業体（以下「共同事業体」という。）としま

す。 

なお、共同事業体の場合は、全ての構成員が次の要件を全て満たす者とします。 

（１）地方自治法施行令 167 条の４の規定により一般競争入札の参加を制限されていないこと。 

（２）山口県業務委託及び物品調達等に係る競争入札等参加停止措置要領により、競争入札の

参加に関して指名停止を受けていないこと。 

（３）山口県暴力団排除条例第２条第１号から第４号に該当しないこと。 

（４）宗教活動若しくは政治活動を主たる目的とする団体や個人でないこと。 

（５）県税その他の租税を滞納していないこと。 

（６）募集要項等に示す業務を履行する能力を有すること。 

（７）本事業又は類似の事業※の実績があること。 

※スケールメリットとスキーム効率化を活かした太陽光発電設備等の発注から納品ま

での一連の事業 

（８）太陽光発電設備等について精通していること。 

（９）単独で応募した者は、他で応募する共同事業体の構成員にならないこと。 

（10）共同事業体の構成員は、単独での応募又は他の共同事業体の構成員として、重複して応

募しないこと。 

（11）共同事業体で応募する場合は代表する者を定めること。 

５ 応募書類の提出 

（１）の書類を、（２）により提出してください。 

（１）応募書類 

①参加申込書 (様式１) 

②企画提案書 (様式３)（様式３-１～様式３－８） 

③事業者調書 (様式４) 

④誓約書（様式５） 

⑤山口県の県税事務所が発行する県税（全税目）の納税証明書（発行から３カ月以内のもの） 

※山口県内に事業所がない方は、本店を所管する都道府県税事務所が発行するものに代えます。 

⑥商業・法人登記簿謄本（発行から３カ月以内のもの） 

⑦財務諸表の写し（直近２年分の貸借対照表及び損益計算書） 

⑧収支見込等（本事業に関する収支見込、手数料率及び手数料算定の基礎となる資料）（任意様式） 
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（２）提出方法等 

ア 受付期間 令和５年３月 15日（水）から 令和５年３月 24日（金）17時まで 

（土曜日、日曜日及び祝祭日を除く） 

イ 提出方法 持参又は郵送による。 

持参の場合：受付時間は、９時から 17時まで 

郵送の場合：令和５年３月 24日（金）必着 

ウ 提出部数 正本１部（両面印刷）、複写６部（両面印刷）を 1セットずつＡ４ファイル

に綴って提出してください。また、電子媒体（ＣＤ－Ｒ）を 1部提出して

ください。 

エ そ の 他 表紙には、事業タイトルと申請者名を記入してください。 

タイトル：「ぶちエコやまぐち太陽光発電設備等共同購入事業 支援事業者応募書類」 

申請者名：株式会社○○○（法人名） 

オ 提 出 先 〒753-8501 山口県山口市滝町１－１ 

山口県環境生活部環境政策課地球温暖化対策班 

（３）応募書類の返却 

応募書類は、原則として返却しませんのでご了承ください。 

なお、応募書類は支援事業者選定の審査目的のみに使用し、他の目的には使用しません。 

（４）その他 

ア 応募は、１者１提案とします（共同事業体の構成員として参加する場合も含む）。 

イ 応募書類の作成及び提出にかかる経費は、すべて応募者の負担とします。 

ウ 応募受付期間以降における書類の差し替え及び再提出は認めません（県が補正等を求

める場合を除く）。 

エ 応募書類に関する不明点等については、事前に個別に聞き取りを行います。 

オ 応募書類が以下の項目に該当する場合は、応募を無効とする場合があります。 

(ｱ)受付期間を過ぎて応募書類が提出された場合。 

(ｲ)記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合。 

(ｳ)応募書類に虚偽の記載があった場合。 

(ｴ)５に掲げる応募要件を満たしていない場合。 

(ｵ)審査において基準を満たさないと判断された場合。 

(ｶ)事業者の選定に係る公平性に影響を与える行為があった場合。 

カ 共同事業体の構成員の変更は認めません。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、

県と協議を行い、県がこれを認めたときはこの限りではありません。 

６ 質問の受付 

募集要項の内容、その他本事業に関する質問については、次のとおり受け付けます。 

（１）受付期間 

令和５年３月 15日（水）～ 令和５年３月 20日（月）（17時まで必着） 

（２）質問方法 

質問票（様式２）を電子メール（アドレス：a15500@pref.yamaguchi.lg.jp）で送付して

ください。 

質問に対する回答は、３月 22日(水)までに県ホームページに掲載し、個別には回答しません。 

７ 企画提案書の作成 

以下の項目について、仕様書を参考にそれぞれ作成し提出してください。 

mailto:a15500@pref.yamaguchi.lg.jp
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（１）事業概要及び事業の実施体制の構築及び統括責任者等の選任について（様式３-１） 

本事業の実施地域や実施方法、太陽光発電設備等の導入見込件数など、事業の概要（全

体像）を記載してください。 

統括責任者、施工検査に関する業務責任者、コールセンターに関する業務責任者等につ

いて、それぞれの経験・資格・能力等を具体的に記載してください。 

また、それら人員体制の業務内容についても具体的に記載してください。 

（２）実績について（様式３-２） 

応募者の本事業又は本事業に類似した事業※の実績について記載してください。 

また、本事業を実施する上で重要となるポイントや実績を踏まえた優位性等があれば、

具体的に記載してください。 

※スケールメリットとスキーム効率化を活かした太陽光発電設備等の発注から納品ま

での一連の事業 

（３）実施スケジュールについて（様式３-３） 

本事業の開始から、完了までの実施スケジュールを具体的に記載してください。 

（４）広告宣伝について（様式３-４） 

県が行う広報とは別に、応募者が行う効果的な広告宣伝について、使用する媒体、実施

方法、実施頻度等、具体的な提案をしてください。 

（５）太陽光発電設備等の施工事業者の選定について（様式３-５） 

太陽光発電設備等を安全かつ確実に設置できる施工事業者の選定について、必要となる

基準（選定基準）の内容や募集から選定までの一連の流れ等、具体的な選定方法を提案し

てください。 

（６）太陽光発電設備等の施工検査について（様式３-６） 

太陽光発電設備等の設置、稼働に関する安全性等を担保することができる施工検査につ

いて、実施方法、実施頻度等、具体的な提案をしてください。 

（７）問合せ対応について（様式３-７） 

本事業に関する問合せや、苦情へ対応するためのコールセンターの設置について、問合

せ方法（電話、インターネット、メール等）、稼働時間、設置期間等、具体的な提案をして

ください。 

（８）リスク管理について（様式３-８） 

本事業を実施するに当たって想定されるリスクやその予防策、対応策について、具体的

な提案をしてください。 

（想定されるリスクの例） 

・購入希望者が、購入を辞退することにより、施工事業者に余剰在庫が生じる。 

・支援事業者は、購入希望者数を想定して、施工事業者から得る手数料を算定するが、

辞退する購入希望者が多い場合には、見込んでいた利益を得ることができない。 

８ 審査及び支援事業者の決定 

（１）審査方法 

県が設置する審査会において、（２）に基づき審査を行います。最も優れた提案をした者

を支援事業者として選定します。 
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（２）審査基準 

※審査委員の平均得点が 60 点を下回る場合は、不採用とします。 

※審査委員の合計得点が最も高い提案を採用します。 

※合計得点が同点であった場合は、次の方法で選定します。 

(１)  「事業内容」の合計得点が最も高い提案を採用する。 

(２)  (１)で同点であった場合は、「総合評価」の合計得点が最も高い提案を採用する。 

(３)  (２)で同点であった場合は、審査会の審議で選定する。 

（３）審査結果 

ア 審査結果については、応募者全員に対して個別に通知します。 

イ 支援事業者については、協定締結後、県ホームページにおいて公表します。 

９ 協定 

（１）協定の締結 

県と支援事業者の協定の内容については、別途協議を行い、協議が整った場合には、協

定を締結します。なお、協議が整わない場合は、審査の次点者を支援事業者とし、同様の

手続きを行います。 

（２）協定期間 

ア 協定締結日から令和６年３月 31日までとします。 

イ 太陽光発電設備等の設置に係る工事完了の日が令和６年３月 31日以降となる場合は、

県との協議により協定期間を工事完了の日まで延長することができることとします。 

審査項目 配点 審査基準 

事業主体 
実施体制 10 

本事業を効果的に実施できる体制がとられているか。 

(技術者、専門員の配置、組織、人員、サポート体制等) 

実績 10 本事業又は本事業に類似した事業の実績はあるか。 

事業内容 

購入希望者の募集 

（広告宣伝） 
10 

効果的、効率的な広告宣伝の手法(使用する媒体)や内容とな

っているか。 

施工事業者の選定 10 

財務状況、人員、施工実績等を考慮して、安全に太陽光発電

設備等を設置できる施工事業者の選定方法がとられている

か。 

施工検査 10 
太陽光発電設備等の施工に関して、専門的知見を有する者

による実施体制、実施方法がとられているか。 

問合せ対応 

(コールセンター

の設置等) 

10 

・事業全体の問合せ、苦情、トラブルに対応できる運用体制、

運用方法がとられているか。 

・専門的知見を有する者による、人員研修、マニュアル作成

がとられているか。 

リスク管理 10 

想定されるリスクへの対応策が講じられているか(購入辞退者

を減らす方策、購入希望者に関するトラブル防止策（想定され

る全般的なトラブル防止策）、施工事業者の余剰在庫を防止

する方策等) 

総合評価 
事業計画 

（総合評価） 
30 

事業内容の創意工夫、具体性、実現可能性等(募集から施工

までの円滑な事業運営、支援事業者が一定のリスクを負うか

等)を含めた本事業全体の総合評価。 

合  計 100 － 
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ウ 事業の実績等を勘案し、期間満了の１ケ月前までに当事者の一方から書面による協定

終了の申し出がないときは、本協定と同一条件で更に１年間継続することとし、以後も

同様とします。 

10 留意事項 

（１）応募書類の取扱い・著作権 

ア 応募書類に係る著作権は、支援事業者に帰属します。ただし、本事業に係る場合に限

り、県は応募書類に記載されたデータを使用できるものとします。 

イ 本事業の実施に伴い発生する著作権（著作権法第２１条から第２８条までの権利）は、

原則、著作者の許可を得ず、県は無償で使用することができるものとします。 

（２）県が提供する資料の取扱い 

県が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用しないこと。 

（３）応募書類の保管 

応募内容について照会、確認を行う場合があるので、応募書類一式は、必ず写しを協定

期間終了まで保管してください。 

（４）応募後の取扱い 

応募状況及び審査に関する質疑、照会には応じられません。 

11 担当窓口 

〒753-8501 山口県山口市滝町１－１ 

山口県環境生活部環境政策課地球温暖化対策班 

TEL 083-933-2690（直通） FAX 083-933-3049 


